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Ⅰ. はじめに 

 

 我が国の人口は 2008年を境に減少を始めており、今後加速度的に人口減少が進むことが

予想されています。これは、人口の東京一極集中をいかに是正し、地方を活性化させるかと

いう課題ともつながる問題です。人口減少と高齢化のさらなる進展は、我が国の社会・経済

に大きな影響を与えるものであり、人口問題にいかに対応するかということは国家的な課題

となっています。 

 こうした状況を受けて、国においては「まち・ひと・しごと創生法」（平成 26 年 11 月）

を策定するとともに、同年 12 月に、国と地方が地方創生・人口減少克服に取り組む上での

指針となる「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」および、長期ビジョンの達成に向けた

施策の基本的方向や具体的な施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決

定しました。 

また、和歌山県においても、平成 27年６月に「和歌山県長期人口ビジョン」、および「和

歌山県まち・ひと・しごと総合戦略」を策定し、2060 年に人口 70 万人を維持することを

目標に、県の取り組みの目標と方向性が示されています。 

 高野町においても、人口減少は大きな課題となっており、平成 24 年の国立社会保障・人

口問題研究所の推計によると、平成 22年の国勢調査時点における 3,975人から、平成 40

年には 1,966人へと、約半分になることが予想されています。出生率の向上や人口の転出超

過の抑制によって、町の人口をいかに維持していくかということに町をあげて取り組むこと

が求められています。 

こうした状況に鑑み、国・県のビジョンも踏まえつつ、現在の町人口の状況を分析すると

ともに、この先 50年のまちの姿を展望するものとして、「高野町人口ビジョン」を策定しま

す。 
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Ⅱ. 人口ビジョンの策定にあたって 

１．人口ビジョンの位置付け 

 人口ビジョンは、本町における人口の現状を分析するとともに、人口に関する町民の認

識を共有しながら、今後めざすべき将来の方向と人口の将来展望を提示するものです。 

また、同時に策定する「高野町総合戦略」（以下「総合戦略」とういう）において、まち・

ひと・しごと創生の実現に向けた効果的な施策を企画立案する上での基礎になるものと位

置付け、総合戦略との整合性を保ったものとします。 

さらに、人口減少に歯止めをかける積極戦略と、人口減少に対応したまちづくりを行う

調整戦略のバランスを図りながら、今後の人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・

考察を行い、めざすべき将来の方向などを提示します。 

 

２．対象期間 

 人口ビジョンの対象期間は、長期的な視野に立った展望を行うため、国の長期ビジョン

の期間（平成 72年（2060年））とします。なお、国の方針転換や、今後の本町における

住宅開発などの影響、社会経済動向の変化など、人口に大きな影響を与える要因があった

場合などにおいては、適宜見直しを行うものとします。 
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Ⅲ． 人口の現状分析 

１．総人口と年齢別人口の推移 

（１）総人口と年齢３区分人口 

総人口は、昭和 45 年～昭和 60 年までは緩やかな減少傾向、その後は減少幅がやや大

きくなっています。 

0-14 歳人口、15-64 歳人口は減少傾向にあり、65 歳以上人口は増加傾向から平成

17年には横ばい、平成 22年は減少に転じています。年齢３区分人口はすべての区分で減

少傾向となっています。 

 

総人口と年齢３区分人口の推移 
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（２）年齢５区分人口の推移 

65歳以上人口に占める 75歳以上の人数、比率が増加しており、特に平成 17年以降急

速に増加しています。 

生産年齢人口（15 歳～64 歳）の内訳をみると、15 歳～39 歳の比率が減少する一方

で、40歳～64歳の比率が増加傾向にあります。 

 

年齢５区分人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢５区分人口比の推移（比率） 

 

 

  

資料：国勢調査 
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（３）年齢５区分人口比の全国・県との比較 

年齢５区分人口比の推移を全国・和歌山県と比較すると、高齢者人口（65歳以上）の比

率は、全国・和歌山県を上回って推移しています。平成 17年以降をみると、75歳以上の

人口比率が全国・和歌山県を大きく上回っています。急速に高齢化が進んでいることがう

かがえます。 

0-14歳人口の比率は、昭和 55年以降、全国、和歌山県を下回って推移しています。 

 

年齢５区分人口比の国・県との比較 
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（４）人口動態（出生・死亡・転入・転出の推移） 

昭和 61 年以降、死亡数が出生数を上回る人口の自然減が続いており、年ごとのばらつ

きはあるものの、その差は大きくなっています。 

平成８年以降、年ごとのばらつきはあるものの、転出数が転入数を上回る、人口の社会

減が続いています。 

人口の増減に影響を与える自然増減・社会増減のいずれにおいても減少が続いてきたこ

とから、町人口も減少が続いています。 

 

出生・死亡・転入・転出の推移 

 

  

資料：総人口…国勢調査（昭和 55 年～平成 22 年） 

       住民基本台帳（平成 23 年～平成 26 年、各年４月末日） 

   出生・死亡…人口動態調査（平成 25 年・26 年は高野町） 

   転入・転出…住民基本台帳人口移動報告（平成 25 年・26 年は高野町） 
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２．人口移動の動向 

（１）純移動 

転入と転出の差である純移動（国勢調査データからの推計値）の年代別の動向をみると、

進学・就職等による 20歳代の若年者の大幅な転出が継続しています。 

1995 年までは進学等による転出数を、その前の世代の転入が上回ったため、純移動は

小さなマイナスとなっていましたが、2000 年に大幅なマイナスとなり、その後はマイナ

ス幅が縮小しています。 

直近の住民基本台帳の人口に基づく推計値では、20 歳代の転出は縮小したものの、10

歳代と 70歳代以上の転出が大幅に増加し、全体として大幅なマイナスとなっています。 

 

 

年齢別純移動数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査に基づく推計値 
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（２）男女別年齢別純移動 

男女別・年齢別の移動の状況をみると、近年では進学・就職に伴う転出に見合うだけの

転入を、他の世代で確保できていないため、全体として転出超過（純移動数がマイナス）

となっています。 

各年代とも転出によるマイナスになっていますが、10-14歳のみが 100人を超える転

入となっており、高野町での地域特性が見られます。 

平成 17 年→平成 22 年と、平成７年→平成 12 年を比較すると、近年では進学時点

（15-19 歳→20-24 歳）の転出は大きく変わらないものの、就職時点（20-24 歳→

25-29歳）の転出が小さくなっています。また、それより上の世代の転出に大きな変化は

ありません。 

近年では、全体として男性の転出が多い傾向にありますが、10-14歳時点での男女比と

比較すると、各世代で男性の比率が高くなっています。 

 

 

性別・年齢別純移動（平成 17 年→平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査に基づく推計値 
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性別・年齢別純移動（平成７年→平成 12 年） 

 

 

 

世代別にみた男女比（女性を 100 としたときの男性人口比） 
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5
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歳→
6
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歳

6
0
-
6
4

歳→
6
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69

歳

6
5
-
6
9

歳→
7
0-

74

歳

7
0
-
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歳→
7
5-
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歳

7
5
-
7
9

歳→
8
0-

84

歳

8
0
-
8
4

歳→
8
5-

89

歳

8
5

歳
以
上→

9
0

歳
以
上

純移動数（人）

男性

女性

計

10-14歳 15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳
1966-1970年生まれ（1980年10-14歳人口）111.9 367.7 344.1 196.2 153.2 165.4 137.4
1971-1975年生まれ（1985年10-14歳人口） 98.4 403.3 347.8 170.7 170.3 149.5 -
1976-1980年生まれ（1990年10-14歳人口） 92.6 325.9 369.0 194.2 201.8 - -
1981-1985年生まれ（1995年10-14歳人口） 96.8 251.4 283.0 185.5 - - -
1986-1990年生まれ（2000年10-14歳人口） 91.5 291.8 260.6 - - - -
1991-1995年生まれ（2005年10-14歳人口） 94.4 279.0 - - - - -

資料：国勢調査に基づく推計値 

資料：国勢調査に基づく推計値 
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（３）男女別・年齢別純移動の推移 

男女別・年齢別の移動の状況を純移動数の多い 10歳代後半から 20歳代前半、30歳代

について年代別にみていきます。 

①昭和 55年→昭和 60年 

Ａ：10歳代前半 Ｂ：10歳代後半：20歳代前半 Ｃ：30歳代 

男性の転入が多くなっていま

す。10 歳代前半の男性の転入

超過は、468 人となっていま

す。 

男女とも進学・就職等による転出超過

となっています。20 歳代前半では、男

性の転出超過は、女性の約 10 倍とな

っています。 

男女ともほぼ転出入が拮

抗しており、大きな差は

ありません。 

 

 

②昭和 60年→平成２年 

Ａ：10歳代前半 Ｂ：10歳代後半：20歳代前半 Ｃ：30歳代 

男性の転入が多くなっていま

す。10 歳代前半の男性の転入

超過は、最大の 554 人となっ

ています。 

男女とも進学・就職等による転出超過

となっています。20 歳代前半では、男

性の転出超過は、女性の約 12 倍とな

っています。 

30 歳代において若干の

転入超過となっていま

す。 
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資料：国勢調査に基づく推計値 

資料：国勢調査に基づく推計値 
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③平成２年→平成７年 

Ａ：10歳代前半 Ｂ：10歳代後半：20歳代前半 Ｃ：30歳代 

男女とも転入が多くなってい

ます。10 歳代前半の男性の転

入超過は、最大の 466 人となっ

ています。 

男女とも進学・就職等による転

出超過となっています。20 歳代

前半では、男性の転出超過は、

女性の約６倍となっています。 

30 歳代において若干の転入超

過となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④平成７年→平成 12年 

Ａ：10歳代前半 Ｂ：10歳代後半：20歳代前半 Ｃ：30歳代 

男女とも転入が多くなって

いますが、転入超過が縮小

しています。 

男女とも進学・就職等による転出超過

となっています。20 歳代前半の男性

の転出超過は、522 人と最大になって

います。 

30 歳代において若干の転入

超過となっています。 

 

 

 

  

資料：国勢調査に基づく推計値 

資料：国勢調査に基づく推計値 
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⑤平成 12年→平成 17年 

Ａ：10歳代前半 Ｂ：10歳代後半：20歳代前半 Ｃ：30歳代 

男性の転入が多くなっています。

10 歳代前半の男性の転入超過は、

若干の縮小となっています。 

男女とも進学・就職等による転出

超過となっています。20 歳代前半

の男性の転出超過は、縮小傾向と

なっています。 

30 歳代において若干の転

入超過となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥平成 17年→平成 22年 

Ａ：10歳代前半 Ｂ：10歳代後半：20歳代前半 Ｃ：30歳代 

男性の転入が多くなっていま

す。10 歳代前半の男性の転入超

過は、前回の約半分となってい

ます。 

男女とも進学・就職等による転出

超過となっています。20 歳代前

半の男性の転出超過は、縮小傾向

が続いています。 

30 歳代において若干の転入

超過となっています。男性

の転出が増加しています。 

 

  

資料：国勢調査に基づく推計値 

資料：国勢調査に基づく推計値 
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⑦平成 22年→平成 27年（平成 27年は住民基本台帳に基づく推計値） 

Ａ：10歳代前半 Ｂ：10歳代後半：20歳代前半 Ｃ：30歳代 

男性の転出超過が大きく減少

しており、グラフが平坦になっ

ています。 

男女とも進学・就職等による転出

超過となっています。転出超過が

大きく縮小しています。 

30 歳代において若干の転入

超過傾向が継続していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査・住民基本台帳に基づく推計値 

※平成 22年までについては国勢調査の実績値に基づく純移動数の推計値であったのに対し、平成

27 年については、住民基本台帳人口の動向から算出した推計値を用いて純移動数を算出してい

るため、誤差が大きくなっている可能性があります。他の年代と比べて、世代間の数値のばら

つきが小さくなっているのも、そのことが影響しているとも考えられます。 
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うち大阪 転入：140人

転出： 96人

20人

26人

36人
128人

3人

5人

14人

7人

10人
19人

高野町
転入者数：
（うち県内）：
転出者数：
（うち県内）：

橋本市

九度山町

和歌山市

紀の川市

かつらぎ町

その他県外

333人

506人

64人 30人

その他県内

平成17年→平成22

645人
128人
567人
234人

（４）転入元・転出先 

平成 17 年から平成 22 年にかけての近隣自治体間での人口移動をみると、和歌山県内

では転出が多くなっていますが、県外との関係では、転入が大きく超過しています。 

伊都郡地域間では転出が転入を上回っており、特に橋本市への転出が大きくなっていま

す。和歌山市との関係では、転入と転出に大きな差はありません。 

県内自治体との関係では、転出が多くなっていますが、県外との関係では転入が多く、

全体では転入が超過しています。 

 

 

近隣自治体間における人口移動（平成 17 年→平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査 
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（1985年10-14歳人口）

1976-1980年生まれ

（1990年10-14歳人口）

1981-1985年生まれ

（1995年10-14歳人口）

1986-1990年生まれ

（2000年10-14歳人口）

0.0
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10-14歳 15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳

居住率（％）
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1971-1975年生まれ
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（1990年10-14歳人口）

1981-1985年生まれ

（1995年10-14歳人口）

1986-1990年生まれ
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（５）男女別世代別町内居住率 

10-14歳時点の人口を 100として、その世代がその後町内にどの程度居住しているか

をみると、いずれの世代も 10 歳代後半での町内居住率が最も高くなり、その後 20 歳代

以降は徐々に低くなる傾向にあります。特に男性ではその傾向が顕著にみられます。 

最近の世代ほど、10歳代後半の山が浅く、その後の減少幅が大きくなっており、10歳

代後半をピークとして、若い世代の町外への転出が増加傾向にあることがうかがえます。 

 

10-14 歳時点を 100 とした世代別町内居住率（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10-14 歳時点を 100 とした世代別町内居住率（女性） 

  

資料：国勢調査に基づく推計値 

資料：国勢調査に基づく推計値 
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昭和58

年～昭

和62年

昭和63

年～平

成４年

平成５

年～平

成９年

平成10

年～平

成14年

平成15

年～平

成19年

平成20

年～平

成24年

高野町 1.68 1.51 1.36 1.24 1.29 1.46

和歌山県 1.79 1.57 1.48 1.43 1.36 1.46

全国 1.73 1.53 1.44 1.36 1.31 1.38

1.68 

1.51 

1.36 

1.24 
1.29 

1.46 
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合計特殊出生率

高野町

和歌山県

全国

15～19

歳

20～24

歳

25～29

歳

30～34

歳

35～39

歳

40～44

歳

45～49

歳

高野町 5.4 32.8 104.8 99.1 41.8 8.6 0.2

和歌山県 5.8 48.1 97.6 94.7 39.7 6.7 0.2

全国 4.8 36.0 87.0 95.1 45.2 8.1 0.2

5.4 

32.8 

104.8 
99.1 

41.8 

8.6 

0.2 

0.0
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60.0

80.0

100.0

120.0

女性千人あたり

出生数（人）

高野町

和歌山県

全国

平成20年～平成24年

３．出生の動向 

（１）合計特殊出生率 

合計特殊出生率は、近年回復が見られ、全国平均を上回り、和歌山県と並んでいます。 

全国・県と比較すると 20歳代後半から 30歳代前半の出生率が高く、30歳代後半の出

生率が全国平均をやや下回っています。 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別出生率の推移 

 

  

資料：人口動態保健所・市町村別統計 

資料：人口動態保健所・市町村別統計 
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15～19

歳

20～24

歳

25～29

歳

30～34

歳

35～39

歳

40～44

歳

45～49

歳

高野町 0.0 13.6 39.1 51.6 53.6 64.5 68.5

和歌山県 0.7 11.6 37.2 60.0 68.4 71.3 74.9

全国 0.6 9.3 36.2 59.7 68.6 72.0 75.2
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高野町 100.0 86.4 59.4 43.8 38.1 25.0 20.2

和歌山県 99.1 86.7 58.4 32.6 20.9 15.5 10.9

全国 98.9 87.8 58.9 33.9 22.7 17.1 12.4
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（２）有配偶率と未婚率 

全国・県と比較すると、高野町では 20歳代での有配偶率が高くなっていますが、30歳

代以降の世代においては有配偶率が低くなっています。未婚率についても、30歳代以降で

高くなっています。 

 

年齢別有配偶率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別未婚率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 
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15～19

歳

20～24

歳

25～29

歳

30～34

歳

35～39

歳

40～44

歳

45～49

歳

高野町 0.0 230.8 263.6 190.0 76.6 12.8 0.3

和歌山県 645.5 396.5 258.2 156.0 57.0 9.1 0.2

全国 610.4 368.7 236.7 157.5 64.7 10.8 0.2

0.0 

230.8 

263.6 

190.0 

76.6 

12.8 0.3 

0.0

100.0
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400.0

500.0
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700.0

有配偶女性

千人あたり

出生数（人）

高野町

和歌山県

全国

平成20年～平成24年

平成20年～平成24年
合計特殊
出生率

有配偶者
出生率

高野町 1.46 87.9
和歌山県 1.46 75.2
全国 1.38 78.7

平成20年～平成24年
合計特殊
出生率

有配偶者
出生率

高野町 1.46 165.3
和歌山県 1.46 139.5
全国 1.38 138.2

（３）有配偶者出生率の推移 

有配偶女性（15～49歳）1,000人あたりの出生数である有配偶者出生率をみると、平

成 20 年～平成 24 年の合計特殊出生率は全国を上回り、和歌山県と並んでおり、有配偶

者出生率は全国・県を上回っています。特に 20～39歳では顕著な傾向がみられます。 

結婚している女性に焦点をあてると、子どもが多く生める環境として評価されていると

いえます。 

 

有配偶者出生率(15～49 歳)         （参考）：有配偶者出生率(20～39 歳) 

 

 

 

 

 

 

年齢別有配偶者出生率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※有配偶者出生率 

合計特殊出生率は高校生・学生や独身女性をすべて分母に含むため、必ずしも当該自治体における

出産傾向を正確に示す指標ではありません（例えば出生数が変わらなくとも、独身女性が減少すれば

合計特殊出生率は上昇します）。より実質的な自治体別の出生状況を示す数値として、社会的に子ども

を産める状況にあるといえる 15 歳から 49 歳の有配偶女性を分母にとり、年代別出生率から算出し

た出生数を嫡出子率（有配偶女性から生まれた子どもの比率）で補正した有配偶女性出生数（推計値）

を分子として、有配偶女性 1,000 人当たりの出生数を示した数値が「有配偶者出生率」です。  

資料：人口動態保健所・市町村別統計（出生率） 

   国勢調査（有配偶者人口） 

   人口動態統計（嫡出子率） 
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議推計

住基補正推

計

４．現状に基づく人口推計 

（１）推計パターン別総人口の推移 

市町村別の人口推計については、すでに国より国立社会保障・人口問題研究所（社人研）

による推計と、民間団体（日本創成会議）の推計が示されています。これらはいずれも、2005

年と 2010年の国勢調査に基づいた推計となっており、2010年以降の人口動態が反映され

ていません。 

そこで、社人研推計の手法に基づき、出生と移動の仮定を 2010 年から 2015 年の住民

基本台帳人口の推移に合わせて修正した「住基補正推計」を作成しました。 

国において示された社人研推計と日本創成会議推計を比較すると、人口移動について平成

17年から平成 22年の傾向が継続することを前提とした日本創成会議推計の方が、人口移動

量が縮小することを仮定した社人研推計より厳しい推計となっています。出生の大半を占め、

人口維持の鍵となる 20～39 歳の女性人口についても、日本創成会議推計では 2040 年ま

でに四分の一以下になることが予想されており、このことから高野町も消滅可能性のある自

治体の一つとされています。 

しかし、近年の住民基本台帳人口の推移で補正した推計では、純移動はマイナス（転出超

過）で社人研推計を下回る水準にありますが、若年女性人口の減少幅が縮小し、2035 年以

降維持されることから、2060 年には社人研推計に近づくと予測されます。もっともこの場

合でも、2040年には 2010年の 46％、2060年には 27％まで人口が減少する予測とな

り、また人口減少を上回るペースで若年女性人口の減少が進む（2040 年には 2010 年の

29％、2060年には 23％まで減少）ため、年齢構成の改善を展望することは困難です。 

 

推計パターン別にみた総人口の推移 

  

資料：国提供人口推計用ワークシート 

（社人研推計・日本創成会議推計） 
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推計パターン別にみた若年（20-39 歳）女性人口の推移（2010 年を 100 とした指数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各推計パターンの概要 

 社人研推計 日本創成会議推計 住基補正推計 

基準年 2005-2010年 2005-2010年 2010-2015 年 

推計年 2015年～2040 年（～2060年） 2015 年～2040年 2015年～2060年 

概要 主に 2005 年から 2010 年の人口の

動向を勘案し将来の人口を推計。 

社人研推計をベース

に、移動に関して異な

る仮定を設定。 

社人研推計の手法に基づき、出生と

移動に関する仮定を 2010 年から

2015 年の住民基本台帳人口に基づ

いて修正した推計。 

出生に

関する

仮定 

原則として、2010 年の全国の子ど

も女性比（15～49 歳女性人口に対

する 0～4歳人口の比）と各市町村

の子ども女性比との比をとり、そ

の比が 2015 年以降 2040 年まで一

定として市町村ごとに仮定。 

社人研推計と同じ。 2010 年～2015 年の住民基本台帳人

口の動向に基づいて算出した 2015

年国勢調査人口の推計値に基づき、

社人研推計において仮定された子

ども女性比を修正した数値が、2015

年以降も一定で継続すると仮定。 

死亡に

関する

仮定 

原則として、55～59歳→60～64歳

以下では、全国と都道府県の 2005

年から 2010年の生存率から算出さ

れる生存率を都道府県内市町村に

対して一律に適用。60～64 歳→65

～69 歳以上では上述に加えて都道

府県と市町村の 2000 年→2005 年

の生存率の比から算出される生存

率を市町村別に適用。 

社人研推計と同じ。 社人研推計と同じ。 

移動に

関する

仮定 

原則として、2005年～2010年の国

勢調査（実績）に基づいて算出さ

れた純移動率が、2015～2020 年ま

でに定率で 0.5 倍に縮小し、その

後はその値を 2035～2040まで一定

と仮定。 

全国の移動総数が社

人研の 2010～2015 年

の推計値から縮小せ

ずに、2035 年～平成

2040 年まで概ね同水

準で推移すると仮定。 

2010 年～2015 年の住民基本台帳人

口の動向に基づいて算出した 2015

年国勢調査人口の推計値と 2010 年

の国勢調査人口に基づいて算出し

た純移動率が、2015 年～2060 年ま

で同水準で継続すると仮定。 

 

資料：国提供人口推計用ワークシート 

（社人研推計・日本創成会議推計） 
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口

（２）推計パターン別年齢３区分人口 

日本創生会議の推計は、社人研推計と比較して、より人口の減少と少子高齢化が進む推計

となっています。 

一方、年齢 3区分別の人口比では、住基補正により出生率がやや高く推計された影響もあ

り、少子高齢化の度合いが緩やかになっています。 

 

推計パターン別にみた年齢３区分人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推計パターン別にみた年齢３区分人口比の推移 

 

 

 

  

資料：国提供人口推計用ワークシート 

（社人研推計・日本創成会議推計） 

資料：国提供人口推計用ワークシート 

（社人研推計・日本創成会議推計） 
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（３）人口の減少段階 

人口の減少は、年少・生産年齢人口が減少し高齢者人口が増加する第１段階、高齢者人口

が維持・微減となる第２段階、３つの年齢段階人口すべてが減少する第３段階という段階を

経て進展するとされています。国においては、2040 年ごろに第２段階に入ると予測されて

いますが、高野町においては、すでに老年人口の増加は止まっており、国よりも 30 年早く

第 2段階に入っていると考えられます。 

高齢者人口の減少よりも生産年齢人口の減少の方が速いため、高齢者人口率については、

今後も増加が続くことになります。 

 

人口の減少段階（高野町・住基補正推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）人口の減少段階（全国・社人研推計） 
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５．仕事 

（１）就業者数と従業地 

人口の減少に伴い、男女とも就業者数は減少傾向にあります。男性と女性の比較では、

男性の就業者数の減少が大きくなっています。 

男女とも、「自宅で従業」の比率が減少傾向に、「自宅以外の高野町内で従業」が増加傾

向にあります。 
 

就業者数と従業地の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就業者数に占める従業地の比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 



 

 

24 

 

うち大阪 流入： 59人

流出： 62人

7人

13人

285人
90人

38人

5人

29人

9人

29人
71人

高野町
人口：
流入人口：
流出人口：
昼夜間人口率：

橋本市

九度山町

和歌山市

紀の川市

かつらぎ町

県外

112人

146人
5人 23人

その他県内

平成22年

3,973人
605人

267人
108.5％

（２）流出・流入人口 

高野町の昼夜間人口率は 108.5％で、従業・通学による流出人口より流入人口が多くな

っています。 

昼間の人口の流出入が最も多いのは橋本市となっており、流入人口が 300人近くになっ

ています。次いで多いのはかつらぎ町となっています。 

近隣自治体との関係では、橋本市・かつらぎ町を始めとして県内は流入超過、県外も流

入超過となっていますが、大阪府のみ若干の流出超過となっています。 

高野山地区へ県内外から通っている人が多い状況がうかがえます。 

 

 

近隣自治体間における人口の流出入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査 
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特化係数（男）

特化係数（女）

（３）産業 

サービス業（他に分類されるものを除く）の就業者数が最も多く、特化係数も非常に高

くなっていますが、高野町の特徴である真言宗等の寺院に従事する人と考えられます。産

業として考えると、土産物などを扱う卸売業・小売業が高野町の基幹産業であるといえま

す。 

男女別の就業者数では、「サービス業（他に分類されるものを除く）」、「農業・林業」は

男性の比率が高く、「卸売業・小売業」、「宿泊業・飲食サービス業」は女性の比率が高くな

っています。 

 

産業別男女別就業者数と特化係数（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※特化係数 

自治体の就業者全体に占める産業別の構成比を、全国の産業別構成比で除した数値です。特化係数

が「１」を超える産業は、全国平均と比較して就業者数が多いことになり、特化係数が高い産業ほど、

当該自治体における就業者が多く、当該自治体の特色を占める産業であるといえます。  

資料：国勢調査 
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農業（女性）

建設業（男性）
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製造業（男性）

製造業（女性）

運輸業、郵便業（男性）

運輸業、郵便業（女性）

卸売業、小売業（男性）

卸売業、小売業（女性）

宿泊業、飲食サービス業（男性）

宿泊業、飲食サービス業（女性）

生活関連サービス業、娯楽業（男性）

生活関連サービス業、娯楽業（女性）

教育、学習支援業（男性）

教育、学習支援業（女性）

医療、福祉（男性）

医療、福祉（女性）

サービス業（他に分類されないもの）（男性）

サービス業（他に分類されないもの）（女性）

公務（他に分類されるものを除く）（男性）

公務（他に分類されるものを除く）（女性）

（％）

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

下記のグラフは、男女の合計就業者数が 30人以上の産業について示しています。 

医療・福祉、教育・学習支援業などを除き、60 歳以上の就業者の比率が男女とも 4 割

から 5割を占める産業が多く、若年者の比率が低くなっています。 

産業として最も就業者が多い卸売業・小売業でも、約 4割が 60歳以上となっています。 

 

産業別にみた男女別年齢別就業者数率（平成 22 年） 

  

 

  

資料：国勢調査 
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高野町 9.7 40.8 84.9 87.5 92.7 88.2 91.5 94.2 91.5 82.8 73.5 60.0 27.0

和歌山県 14.5 77.0 96.3 97.6 97.5 97.2 96.9 96.6 93.4 76.7 50.8 34.7 19.8

全国 15.5 70.6 95.6 97.5 97.7 97.5 97.3 96.7 94.4 80.1 54.1 34.5 17.5
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高野町 7.5 76.3 71.0 76.6 73.8 73.7 74.2 78.6 76.4 66.7 55.1 36.8 14.2

和歌山県 15.0 72.4 75.3 66.5 67.5 72.4 74.6 71.1 60.9 45.0 28.7 18.3 7.2

全国 15.4 70.4 78.7 69.4 68.0 72.5 75.8 73.2 63.9 47.5 29.2 17.7 6.7
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（４）労働力率 

男性は、60歳代以上の世代で、女性は 50歳代以上の世代で全国・県より労働力率が高

くなっています。その多くは農業への従事者と考えられます。 

女性はいわゆるM 字カーブの谷が、全国・県と比較してやや若い世代に寄っており、30

歳代と 50歳代以上の労働力率は全国・県より高くなっています。 

 

年齢別労働力率の比較（男性・平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別労働力率の比較（女性・平成 22 年） 

 

  

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 
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Ⅳ 人口に関する高野町の課題 
 

１．人口の現状分析からみた課題 

（１）総人口と年齢別人口 

高野町の人口は昭和 30 年以降一貫して減少を続けており、全国・県に先駆けて少子高

齢化が進行しています。高齢者人口、生産年齢人口のいずれにおいても、全体的に年齢構

成が高齢化しており、75歳以上の後期高齢者率が高くなっている一方で、40歳未満の若

い世代の比率は年々低下しています。65歳以上と 40歳以下の比較では、65歳以上の人

口比率が 40歳以下を上回っています。 

 

（２）人口移動 

10歳代後半から 20歳代前半にかけての進学・就職に伴う転出が継続していますが、平

成 22年～27年では転出幅は大きく減少していますが、高校進学、大学進学における地理

的条件を考慮するとやむを得ない状況と言えます。むしろ鍵となるのは、それより上の世

代における転入の状況であり、就職・結婚・子育て・マイホーム購入といった契機に、い

ったん町を出た若者がどれだけ戻ってくるかが課題です。 

若年世代の町内居住率の低下傾向は続いており、就労の場の確保や住みやすいまちづく

りを通じて、若年世代の転出に歯止めをかけることが求められます。 

 

（３）出生 

合計特殊出生率は全国を上回り、県と同じ数値を維持しています。これは高野町におい

て 20歳代の女性の有配偶率が高く、独身女性の比率が低いためですが、30歳代以降では

有配偶率が低く、未婚率が高くなっています。20歳代が合計特殊出生率を牽引していると

考えられますが、結婚している女性がどれだけ子どもを産んでいるかを示す有配偶出生率

で比較すると、24歳以下の世代を除き全国・県より高くなっており、子どもを産み育てや

すい町になっているといえます。 

特に、30 歳代以上の出生率が高く、25～29 歳で子どもを産んだ女性が、2 人目以降

の子どもを出産していることがうかがえます。子育て支援センターや子育てに対する助成

などの支援施策により、複数の子どもを産みやすい環境ができつつあるといえます。これ

らの施策を継続して運営することが求められます。 

 

（４）人口の将来展望 

人口の転出超過については、近年縮小傾向にあるものの、社人研推計を下回る推移で、

住基補正推計に準じた人口の減少が進むものとみられます。しかし、住基補正推計では若

年女性人口の減少に歯止めがかかるため、人口の減少傾向は緩やかになり、2060 年には

年齢 3区分人口比は社人研推計よりも改善されると考えられます。 



 

 

29 

 

２．人口減少が地域の将来に与える影響について 

 将来的に人口の減少が続くことは、町における住民生活、地域経済、自治体経営等に大き

な影響を与えると考えられます。特に高野町において人口の減少が大きな課題となる点を中

心に考察します。 

 

（１）高齢化の進展による影響 

本町では人口の減少が進む中で、65歳以上の高齢者比率は４割を超える水準となってい

ます。今後も人口の減少にともない、高齢者数は減少するものの高齢者比率はさらに高ま

っていくことが予想されます。 

本町の特徴として、高野山を中心に 19 の集落が点在していることがあげられ、また、

一人暮らし高齢者の割合が在宅高齢者の３人に１人に達しています。集落によっては人口

の減少により、集落の維持が困難になるとともに、老老介護を含めた高齢者の支援が難し

い地域も出ています。今後集落での人口の減少、高齢化比率の高まりにより、地域の機能

低下がこれまで以上に広がることも考えられます。高齢者の孤立化を防ぐための住民や行

政による「見守り活動」、「移動手段の確保」、「生活支援サービスの充実」などの取り組み

が直近の課題となっています。 

 

（２）少子化の進展による影響 

直近の状況を踏まえた住基補正推計においては、14 歳以下の年少人口は 2040 年には

2010年の約６割、2060年には約４割まで減少することが予想されます（社人研推計で

は、2040年に約３分の１、2060年には約２割まで減少と予想）。 

学校教育においては、教育予算の効率的な運用のためには学校の統廃合をこれまで以上

に進める必要が出てくると考えられます。しかし統廃合が、子育て世帯の可住地域を狭め

ること（学校から遠い地域には住みにくい）や、教育環境の悪化（通学距離・時間の増加）

につながり、更なる少子化（または子育て世帯の転出）を招く恐れもあり、学校のない地

域の将来的なコミュニティの維持も難しくなると考えられます。 

 

（３）地域の生活インフラへの影響 

利用人口が減少した集落では、小売店の廃業等による買い物難民問題や介護サービス資

源（介護サービス事業者）の不足等の課題が顕在化しています。買い物や日常生活の利便

性に比較的恵まれた高野山地域においても、将来的には各種店舗の減少等による利便性の

低下につながる恐れがあります。また、こうした利便性の低下が、特に若年層の転出につ

ながる可能性もあり、一定の人口規模を維持することで町の活力を維持することが求めら

れます。 
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（４）町財政への影響 

生産年齢人口の減少による、住民税等の税収入の減少が見込まれます。また、医療・介

護のニーズの高い後期高齢者の比率がさらに高まることで、１人当たり国民健康保険料の

上昇が見込まれ、住民負担及び行政負担の増加が見込まれます。加えて、現在の子育て世

代の支援策をより強化するための行政負担の増加も考えられます。 

また、介護保険事業については、事業の維持のために保険料負担の増加や、何らかの町

独自の対応が迫られる可能性は十分にあります。 

公共施設や道路、上下水道等の維持管理についても、利用人口が減少することで、施設

の維持管理費、補修費等の行政負担が過重となっていくことが考えられます。将来的には、

コンパクトシティ化等の検討も含め、長期的な視点での検討が求められます。 
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３．将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

 人口の将来展望や、各種の施策の有効性を検討する材料の一つとして、将来人口に及ぼす

自然増減・社会増減の影響度の分析を行います。国の手引きにおいて示されている手法に基

づき、社人研推計と２つのシミュレーション結果を比較することで、自然増減と社会増減の

将来人口に及ぼす影響度の大きさを判定します。 

 

シミュレーションの方法 

 

 シミュレーションの考え方 分析方法 

シミュレーション 1 

（自然増減の影響） 

社人研推計をベースに、合計特殊

出生率が平成 42（2030）年までに

人口置換水準（2.1）まで上昇する

と仮定。（※すでに現在の合計特

殊出生率が人口置換水準を上回っ

ている場合には、現在の状況で推

移すると仮定） 

社人研推計とシミュレーション１を比較

することで、将来人口に及ぼす出生の影響

度が分析できる。社人研推計から出生に関

する仮定のみを変更したシミュレーショ

ン１が、社人研推計と比較して大きいほ

ど、出生による影響が大きい（現在の出生

率が低い）と考えられる。 

シミュレーション 2 

（社会増減の影響） 

社人研推計において、合計特殊出

生率が平成 42（2030）年までに人

口置換水準（2.1）まで上昇し（シ

ミュレーション１）、かつ移動（純

移動率）がゼロ（均衡）で推移す

ると仮定。 

シミュレーション１とシミュレーション

２を比較することで、将来人口に及ぼす移

動の影響度が分析できる。シミュレーショ

ン１の推計から移動に関する仮定のみを

変更したシミュレーション２が、シミュレ

ーション１と比較して大きいほど、移動に

よる影響度が大きい（現在の転出超過が大

きい）と考えられる。 

 

影響度の判定方法 

 

 計算方法 影響度の評価基準 

自然増減の影響度 

【シミュレーション１の 2040年総人口

／社人研推計の 2040年の総人口】の数

値に応じて、右の５段階に整理。 

「１」＝100％未満、「２」=100～105％、

「３」=105～110％、「４」=110～115％、

「５」=115％以上の増加 

社会増減の影響度 

【シミュレーション２の 2040年の総人

口／シミュレーション１の 2040年の総

人口】の数値に応じて、右の５段階に

整理。 

「１」＝100％未満、「２」=100～110％、

「３」=110～120％、「４」=120～130％、

「５」=130％以上の増加 
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高野町における自然増減・社会増減の影響度 

 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の影響度 

シミュレーション１の 2040 年推計人口=2,116（人） 

社人研推計の 2040 年推計人口=1,966（人） 

⇒=2,116（人）／1,966（人）=107.7％ 

３ 

社会増減の影響度 

シミュレーション２の 2040 年推計人口=2,627（人） 

シミュレーション１の 2040 年推計人口=2,116（人） 

⇒2,627（人）／2,116（人）=124.1％ 

４ 

 

高野町においては、自然増減の影響度は「３」、社会増減の影響度は「４」となりました。

人口減少を食い止めるためには、転出超過の改善に取り組む必要があると言えますが、もち

ろん出生率の改善も同時に必要とされます。このシミュレーション自体は市町村の相対的な

状況を把握するための手法であり、影響度についても他の自治体との比較において５段階評

価したものとなっています。 

高野町の場合、直近の住民基本台帳のデータに基づくと、転出超過が改善されていると考

えられるため、今後はさらなる転出入人口の改善に取り組むとともに、出生率の改善にも取

り組むことが求められると考えられます。 

 

 

（参考）シミュレーション別にみた総人口の推移（2010 年を 100 とした指数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国提供人口推計用ワークシート  

※パターン１(社人研推計） 

シミュレーション１（パターン１＋出生率上昇） 

シミュレーション２（シミュレーション１＋移動均衡（ゼロ）） 
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Ⅴ 人口の将来展望―高野町の人口ビジョン 

１．町の将来を展望するにあたっての人口推計 

（１）人口ビジョンとしての推計の考え方 

高野町の現状に基づく人口推計については、社人研推計を住民基本台帳人口の推移で補

正した住基補正推計をすでに示しています。ここで示された将来像は、人口の維持、出生

率の向上、転出入の改善等について、新たな取り組みを行わず、現状のままの状況が続く

と仮定した場合のものと言えます。 

今後、本町においても、地方創生総合戦略に基づき、人口維持のための各種の施策が計

画されています。人口の将来を展望するにあたっては、こうした施策の効果を見込み、町

として目指すべきビジョンとしての人口推計を行う必要があります。そこで、次のような

目標と仮定に基づく人口推計を行います。 

 

高野町人口ビジョンの考え方 

 

達成目標人口（長期展望） 2040年に 2,800 人の人口規模を維持 

自然増減に関する仮定 

住基補正推計をベースに、地方創生総合戦略に基づく施策効果として、

合計特殊出生率が 2025 年までに 1.8 まで回復、2030 年以降は 2.1 を

維持することを見込む。 

社会増減に関する仮定 

住基補正推計をベースに、地方創生総合戦略に基づく施策効果として、 

１．2020 年以降移動率が均衡（ゼロ）すると見込む。 

２．2020年以降、毎年２家族（30 歳代後半の夫婦と小学生の子ども２

人の４人家族を想定）、2040 年以降は１家族の転入増を見込む。 

３．2020年以降、毎年６人、2040年以降、毎年３人のＵ・Ｉターン等

の移住者による転入増を見込む。 
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（２）人口の将来展望（推計結果の詳細） 

独自推計において、2040 年に 2,800 人の人口規模を維持するためには、合計特殊出

生率が 2025年までに 1.8に回復、2020年以降移動率が均衡し、2020年以降毎年 10

人、2040 年以降は５人の社会増になると仮定すると、2040 年の推計総人口は 2,823

人となります。 

独自推計における総人口を、社人研推計及びシミュレーション１（出生率上昇）、シミュ

レーション２（出生率上昇＋人口移動均衡）と比較すると、2040 年の段階で、社人研推

計を 857 人、シミュレーション１を 707人、シミュレーション２を 196 人上回る推計

人口となります。 

 

 

総人口の比較（社人研推計、シミュレーション１・２、独自推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人口構造の分析 

年齢３区分ごとにみると、「0～14 歳」人口では、社人研推計、シミュレーション 1 で

は減少を示しますが、シミュレーション２及び独自推計では増加に転じます。 

「15-64歳」人口では、社人研推計やシミュレーション１、シミュレーション２よりも

減少幅が小さくなります。「65歳以上」人口では、減少幅はほぼ同となっています。 

一方、「20-39 歳」女性人口では、社人研推計やシミュレーション１、シミュレーショ

ン２よりも減少幅が小さくなります。 

独自推計では、「0～14 歳」人口が増加し、「15-64 歳」人口の減少幅が縮小すること

で、高齢化率の高かった人口構造が改善されています。 
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うち0-4歳
人口（人）

2010年 現状値 3,973 259 87 2,263 1,451 276

社人研推計 1,966 86 25 944 936 79

シミュレーション１ 2,116 164 51 1,017 936 88

シミュレーション２ 2,627 294 94 1,348 985 177

独自推計 2,823 370 123 1,506 946 224

うち0-4歳
人口

社人研推計 -50.5% -66.8% -71.3% -58.3% -35.5% -71.4%

シミュレーション１ -46.7% -36.9% -41.4% -55.1% -35.5% -68.1%

シミュレーション２ -33.9% 13.5% 8.0% -40.4% -32.1% -35.9%

独自推計 -29.0% 42.9% 41.4% -33.4% -34.8% -18.8%

うち0-4歳
人口（％）

2010年 現状値 100.0 6.5 2.2 57.0 36.5 6.9

社人研推計 100.0 4.4 1.3 48.0 47.6 4.0

シミュレーション１ 100.0 7.7 2.4 48.1 44.2 4.2

シミュレーション２ 100.0 11.2 3.6 51.3 37.5 6.7

独自推計 100.0 13.1 4.4 53.4 33.5 7.9

20-39歳
女性人口

（人）

20-39歳
女性人口

2010年→
2040年の
増減率

2040年

総人口
0-14歳
人口

15-64歳
人口

65歳以上
人口

総人口
（人）

0-14歳
人口
（人）

15-64歳
人口
（人）

65歳以上
人口
（人）

20-39歳
女性人口

（％）

2040年

総人口
（％）

0-14歳
人口
（％）

15-64歳
人口
（％）

65歳以上
人口
（％）

人口増減率の比較（社人研推計、シミュレーション１・２、独自推計） 
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２．ビジョンを達成することによる影響と効果 

長期展望に掲げる高野町人口ビジョン（2040 年に 2,800 人の人口規模を維持）を達成

することによる影響と効果を以下にあげます。 

 

（１）合計特殊出生率の上昇 

現在の合計特殊出生率 1.46から 2025年には 1.8まで回復、2030年以降は 2.1（人

口置換水準）の維持を図ります。 

総人口に占める「０～14歳」人口及び「０～４歳」人口が増加し、少子化の流れに歯止

めがかかとともに、「15～64歳」の生産年齢人口の割合が維持されることで、高齢化率が

下がることで、人口構造の改善が進みます。 

また、「０～14 歳」人口の増加及び「女性の 20～39 歳」人口が維持されることから、

人口減少に歯止めがかかることが期待されます。 

 

（２）雇用の場の確保による若年層の流出抑制 

進学・就職の年代（10歳代後半～20歳代前半）の就労希望を実現できる雇用環境を創

出し、U ターン就職の促進と就職に伴う転出抑制を図り、2020年には当該年齢層の移動

率の均衡をめざします。合わせて雇用環境が改善されることで、20歳代後半～30歳代後

半までの若年層の U・Ｉターンによる転入促進につながります。 

 

（３）子育て世代の転出抑制と転入促進 

20歳代後半～40歳代前半の子育て世代が、安心して結婚・妊娠・出産・子育てができ

る社会環境の実現により、子育て世代の転出超過の状況を改善します。また、町出身者が

家族で暮らしやすい社会環境を整えることで、家族単位での転入促進が期待できます。 
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３．ビジョン達成に向けた課題 

本町では人口の減少、少子高齢化が進む状況にあり、定住促進を図るとともに、人口構

造の改善が求められています。人口の減少に歯止めをかけるためには、若年層を中心とし

て町外への転出を抑制し、U・Ｉターンによる転入を促進することが重要になります。そ

のためには、雇用の場の創出、雇用環境の向上が必要とされます。具体的には、高野山地

域での観光産業や高野山外地域での地場産業等を振興することが課題としてあげられます。

特に高野山以外の地域では地場産業をどのように振興していくかがポイントになると考え

られます。 

現状は、子育て世代が子どもを育てやすい社会環境にあるといえます。その一方で、30

歳以上での未婚率が高くなっていますが、未婚率を下げることで今後出生率を高められる

可能性があるといえます。また、生活環境の向上が、定住・移住促進につながることから、

小児医療を始めとした医療体制の充実、生活道路の整備、空き屋などを利用した住宅の整

備などが今後の課題になると考えられます。 


